
建設工事等に伴う経済効果

　施設の立地においては、地域振興の観点から積極的に地元参画及び地元雇用を推進

することとしています。

建設工事等に伴う経済効果

1

建設工事等に係る発注額及び地元受注額の推移
　六ヶ所村の原子燃料サイクル施設では、立地受入の昭和60年度から令和6年度までの建設工事等に係る発注額約5兆
9,203億円のうち、約1兆1,413億円（約19％）の地元受注があります。

■原子燃料サイクル施設建設工事等に係る発注額及び地元受注額
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発　注　額
工事契約額のこと。工期が複数の
年度に跨がる場合であっても、契
約年度に全額を一括計上してい
ます。

地元受注額
県内事業者の元請分の工事契約
額と下請分の工事代金支払額の
合算額のこと、元請分は発注総額
と同様に計算。下請分は年度毎に
支払額を計上しています。

発注額

うち地元
受注額

建設工事等に係る就労者数及び地元就労者数の推移
　昭和60年度から令和6年度までの就労者については、延べ約3,255万人・日のうち、約2,257万人・日（約69％）の地元
就労があります。

■原子燃料サイクル施設建設工事等に係る就労者数及び地元就労者数
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　原子燃料サイクル施設等の発電用施設の立地により、建設工事等に伴う地元雇用・受注の

拡大が図られるとともに、関連企業の立地や雇用促進、研究開発・人材育成のための施設の

立地が進んでいます。

　また、施設に係る固定資産税、法人住民税・事業税といった税収のほか、電源三法交付金

を活用した地域づくりが進められています。


